そう、私たちもできるんだ！　｢改憲問題｣の現状と課題

－ 調布｢憲法ひろば｣４周年記念集会への問題提起に代えて－

2008年12月13日　　　　　　　　　　　　　  丸 山　重 威（東つつじヶ丘）

　２００８年は、世界にとっても日本国憲法にとっても、記念すべき転換点に立つ年になりました。

　「九条の会」は全国で７０００を超し、春の読売新聞の世論調査では「憲法は変えない方がいい」という意見は、１５年ぶりで「変えた方がいい」を上回りました。日本国憲法がうたう「非戦・非武装」の精神は、国際的に広がり「九条世界会議」を成功させました。

  一方、日本の政権は、小泉さんに続いて安倍さん－福田さんとたらい回しされ、９月には麻生太郎首相が登場しましたが、３年後の消費税アップを公言する一方で、選挙目当てのばらまき給付金問題や、道路財源、補正予算問題などで迷走し、支持率も下がって、既に「政権末期」と言われるに至っています。

  ▼オバマ氏の登場とアメリカ型資本主義の危機

　世界では依然として、アフガニスタン、イラクで戦争が続いていますが、国際的な批判や米国内での矛盾が深まった結果、ブッシュ大統領もその誤りを認めなければならなくなり、米国民は、「チェンジ」＝「変革」を唱えるアフリカ系米国人として初めて、民主党のバラク・オバマ候補を、来年１月２０日就任の次期、第４４代大統領に選出しました。

  既にいろいろな形で論評されていますが、オバマ政権が誕生したからといって、アメリカの政策がすぐ大転換するわけもありませんし、またそうできるわけがないことは確かです。

　彼はイラクからは「１６カ月以内の撤兵」を公約したものの、アフガニスタンには「増派が必要だ」といっていますし、本人も、民主党の綱領でも「核兵器のない世界をめざす」と表明し、「ロシアとの軍縮交渉に入る」とも言っていますが、いますぐすべての核兵器を廃棄するわけではないし、日米安保についても、もちろん「廃棄する」などとは言っていません。

　オバマ新大統領が、ヒラリー・クリントン国務長官やブッシュ政権から引き継いだゲーツ国防長官を指揮して、これまで米国が取ってきた「先制攻撃・単独行動主義」と独善的な外交姿勢を変え、軍産複合体と多国籍企業を抑えて、「国際協調路線」への「転換」を本当に図っていくことができるかどうか。本人も語っているように、それは容易なことではないし、時間がかかる仕事だと思います。

　しかし、かつて奴隷制度があり、学校や公共施設だけでなくバスの中でさえ黒人と白人が分けられて生活しなければならなかった状況を変えた「公民権闘争」の中で、マーチン・ルーサー・キング牧師は、「私には夢がある」と、黒人の子と白人の子が同胞として同じテーブルにつく日が必ず来るのだ、と語ってから４５年。依然として課題は数多く残っていますが、米国では以前「夢」だったことの第一歩が刻まれ始めているように思います。人々の声が結集するとき、みんなが願う方向は必ず実現することができる、ということを実現させたことが、米国と世界の人々に、希望と勇気を与え、こんなに騒がれているのだと思います。

　歴史学者のハワード・ジン氏は、クリントン国務長官やゲーツ国防長官の起用に疑問を呈しながら、米国の政治を変えるためには「大規模な国民の社会運動が不可欠だ。オバマ氏や議会に対してそれを要求して迫っていく運動こそ必要だ」と語っています。まさに、さまざまな形での「抵抗」を押し破って、彼に多くの障害を乗り越えさせ、国際協調と軍縮・平和への政策に進ませる力は、米国民の運動だと思いますし、私たち国際世論の力だということも、確認しておきたいと思います。

　「カジノ資本主義」と呼ばれた金融バブル経済は、破綻を見越した低所得者向け住宅ローンの問題から、老舗の投資銀行リーマンブラザースの倒産、世界同時株安へと続いて、既に米国や先進国だけでは解決することができなくなってしまいました。１１月に、新興国を交えた「Ｇ２０」が開かれて、そこで対応せざるを得なくなったのはその表れです。夏の「洞爺湖サミット」でも、新興国やアフリカ諸国を招いて拡大会合が開かれましたが、世界は世界人口のわずか１３％くらいしか代表しているに過ぎない８つの国（Ｇ８＝米、英、仏、独、伊、加、露、日）の代表だけでは、環境問題を一つとっても、問題を解決することができなくなっているのです。冷戦が終わって２０年近く、アメリカ唯一の超大国として世界を動かし、「アメリカ型グローバリズム」などと言われてきました。米国人立ちにとっては、多分全くの「善意」だったその政策が、世界中で様々な矛盾を生み、それに反対する途上国や新興国の人々の切実な声が、ＮＧＯ（非政府組織）を動かし、それぞれの政府を動かし、世界を動かし始めているのだと思います。

　いま、米国が、そして世界が、大きく変わろうとしているのではないでしょうか。

　昨年の「憲法ひろば」３周年記念の集会で、奥平康弘さんが「憲法九条を変えようという企てを阻止することができれば、私たちは歴史上初めて、国民が主人公になるという新しい日本の歴史を創ることになる」との趣旨を語っておられましたが、もしかしたら私たちは、いま世界中で君主や独裁者ではなく、ごく普通の国民が声を出して、世界を動かしていく世界史的な時代に生きているかもしれない、と思うのです。

  ▼動き出した改憲組織と日米再編

　しかし一方、日本の政治は、この世界の動きから見ると、遅れてしまっているように思えてなりません。

　それは、依然として、「勝ち組」「負け組」が生まれることや、「格差」ができることを「当たり前」と思い、「競争」ばかりを煽る「新自由主義」や「構造改革路線」が進み、かつての戦争の犠牲やかつての侵略を反省して、「もう戦争はしない」と誓った戦後の思いを忘れてしまい、いわゆる「冷戦思考」に支配されて、「憲法を変えて日本ももっと強い軍隊を持ち、戦争ができるようにしておくべきだ」という人たちの動きを抑えきれないできているからです。

　ことし４月１７日名古屋高裁は、自衛隊のイラク派遣について、「憲法違反」とする判決を下しました。原告の請求は棄却し、控訴されなかったのでこれで確定したのですが、政府自身の解釈に基づいて「イラク特措法を合憲としたとしても、戦闘地域で、戦闘行為と不可分な活動をしており、違憲だ」とするものでした。

　しかし、判決に従うため、真剣に考えなければならないはずの福田康夫首相は「国の勝訴なんでしょ」と言い、航空自衛隊のトップの田母神俊雄航空幕僚長は「そんなの関係ねえ」と発言し、「裁判所の憲法判断には従う」という法治国家の最低の原則さえ無視して、航空自衛隊の補給・輸送活動を続けました。１１月２８日、政府はようやく、国連決議が切れるのに基づいて、航空自衛隊の年内撤収を決めましたが、この姿勢は、「日本は法治国家なのか」という疑問さえ生み出しかねないものだったのです。

　そして一方では、アフガニスタンに展開する米軍などへの給油のための「テロ特措法」については、昨年１１月に期限切れを迎えたため、いったん撤収しましたが、自民党、公明党による衆議院での３分の２を超える再可決で、憲法に基づき法律が成立し、自衛艦は再びインド洋に派遣されて、給油活動を続けています。

　政府はことしも再び、参議院で否決されても衆議院の３分の２の賛成で再可決すればいい、と考え、給油の継続を計画しているほか、国会の承認を必要としない恒久法を制定氏、自由に海外に展開できるようにしたい、と考えているようです。しかし、アフガニスタンのカルザイ大統領は「軍事力では解決しない」と明確に言っていますし、オバマ新大統領は、「タリバンとの交渉」も検討しています。しかし、日本の姿勢は、ＮＧＯとしてアフガニスタンで長年井戸を掘りながら、農業指導などの活動をしてきたペシャワール会の伊藤和也さんという有為の青年が殺されてしまう状況を生んでいます。日本がアフガニスタンの人々との本当の友好のために、どう動くかは考えなければならないことです。

　日米間の「軍事一体化」は、昨年暮れ、米陸軍第一軍団司令部が、私たちのお膝元、神奈川県・座間基地に移駐してきたのに続いて、原子力空母のジョージ・ワシントンが横須賀を母港として入るなど、着々と進んでいます。麻生首相は、就任早々の９月２５日、ニューヨークの国連総会で「テロとの闘い」を強調し、演説後には、インド洋での米軍などへの給油について「補給活動は憲法違反ではない」「集団的自衛権を禁じた憲法解釈は変えるべきだ」などと話し、解釈改憲の狙いを示しています。１０月１７日の衆院テロ防止特別委員会では、民主党・長島昭久氏が「ソマリア海の海賊に対応するため自衛艦を派遣することは効果的だ」と述べたのに対し「すごくいいことだ」と検討を約束しました。

　民主党は既に昨年秋、小沢一郎代表が雑誌「世界」の論文で「国連決議があれば海外での武力行使も可能だ」との趣旨を書いて論議を呼びましたが、今国会では、１０月２０日の同委員会で、直嶋正行政調会長が「民主党が政権を取ればそういう方針で作業に着手する」と述べています。党内には異論もあるようですが、憲法・安保問題では民主党が与党に近い主張をしていることは気がかりです。多くの民主党の議員たちが、本当にそれで大丈夫なのか、米国の言いなりで戦争に巻き込まれる危険はないのか、議論してほしい、と切実に思います。

　１９５５年結成の自主憲法期成議員同盟は、「私の政権で改憲発議を」と意気込んだ安倍首相の下で、２００７年１月、中曽根元首相が会長に就任し、同年３月、「新憲法制定議員同盟」に改称、新しい動きを始めたました。自民党だけでなく、民主党や国民新党にも会員、役職者を広げ、民主党の鳩山由起夫幹事長は「顧問」、前原誠司・元代表は「副会長」に名を連ねています。ことし５月１日、東京・永田町の憲政記念館で開かれた「新しい憲法を制定する推進大会」には、町村信孝官房長官が出席し、「もっと憲法議論を活発にしてほしい」という安倍首相の言葉を伝え、民主党の長島副幹事長も「民主党も憲法改正は党是」と述べています。

　１０月末、前述した田母神航空幕僚長が、懸賞論文で「我が国が侵略国家だったというのは濡れ衣」、「我が国は蒋介石に日中戦争に引きずり込まれた被害者」、日米戦争も「アメリカに仕掛けられた罠」「アメリカもコミンテルンに動かされていた」などという論文を書いたことが明らかになり、更迭されました。その後、この懸賞募集グループの代表との密接な関係や、自衛隊の組織的な応募も明らかになりましたし、田母神氏が統合幕僚学校長だったとき「歴史観・国家観」という科目を新設して、幹部に教えていたことや、防衛大学校の必修科目「防衛学概論」の教科書『防衛学入門』では、第二次世界大戦について「自衛を基本とし権益の増大とその衝突」などと記述されていることも明らかになりました。

　１１月１１日、参院外交委員会に招致された田母神氏は、「書いたものはいささかも間違っているとは思っていない」、「自衛官にも言論の自由があるはず」と述べ、憲法についても「直した方がいい」と発言しました。１２月１日には外国人特派員協会では、「核保有を議論するだけで核抑止力が向上する」などと述べています。

　私がもうひとつ大切なことだと思うのは、「表現の自由」のことです。２月初め、日教組が教研集会のために予約した「グランドプリンスホテル新高輪」は、右翼の街宣活動などを理由に、予約を一方的に取り消してしまいました。裁判所は「取り消しは無効だ」との仮処分決定を出しましたが、ホテルはこれにも従わなかったのです。

　４月には、ドキュメンタリー映画「靖国　ＹＡＳＵＫＵＮＩ」の上映を決めていた映画館が、相次いで上映を中止しました。これも街宣車などによる抗議行動が予想されることなどが原因でした。この問題では、背後に自民党の国会議員が動いていたことが明らかになっています。市民による自衛隊員が住む団地でのビラ配布について有罪が確定してしまいましたし、調布で起きたような自治体による「後援拒否」も各地で起きているようです。最近では「麻生さんのおうちを見に行こう」という若者たちの行動が「無届けデモ」とされ、公務執行妨害て逮捕された事件も話題になりました。ＮＨＫをはじめメディアを支配したいという動きも、陰に陽に続いています。

　憲法－日米軍事関係－歴史認識…。そうした問題はすべてつながっています。問題なのは、こうした戦後民主主義が築いてきた国民全体の感覚が、自衛隊の中では公然と否定され、与党や右派勢力、そしてネット言論の世界でも少なからず存在していますし、公然化してきているだと思います。

  ▼厳しい雇用情勢と混迷する政治情勢

　１２月４日、東京新聞は社会面のトップで、１８年間同じ派遣会社で勤めてきた５４歳の労働者が、「今日で終わり」といきなり通告され、アパートからの退去を求められたケースを報じました。この日夜、日比谷野外音楽堂で開かれた実行委員会による非正社員の雇用保障と派遣法の改正を求める集会が開かれ、民主党、共産党、社民党、国民新党の野党４党が揃って、日弁連からも代表が挨拶、組合を結成したいすゞ自動車の労働者などが訴えました。４日夜のＮＨＫテレビのニュースがこれを伝えましたし、５日の朝日新聞は、１面トップで「『派遣切るな』切実　２０００人が集会」と報じました。

　しかし、それにも拘わらず、厳しい経済情勢の中で、派遣などの非正規労働者を中心に、人員削減が進んでいます。

  厚生労働省の１１月２８日まとめたでは、製造業を中心に「雇い止め」を予定され、職を失う非正規労働者は３万００６７人に上っていますし、新卒３百人余の「内定取り消し」が出ています。

　「人員削減」は正社員にも及び、トヨタ、日産、ホンダ、キャノン、東芝、日本ＩＢＭ、沖電気、大京、西友、レナウン、奥村組などで、数百人規模の削減が実施されたり計画されたりしています。

　また、職を求める人と、企業が人を求める人数を示す有効求人倍率は、１０月は０．８０で、１００人の求職者に対し、求人は８０人しかないことが示されています。

　内閣府の２００８年版青少年白書によると、１０代後半の派遣、契約社員、フリーターなど非正規雇用の割合は、この１５年間で倍増し、７２％に上っています。２０－２４歳でも４３％、２５－２９歳で２８％、３０－３４歳で２６％で、未来を語るべき若者が希望を失いかねない状況にあることが明らかになっています。

　要らなくなったら、モノ同然に放り出され、住んでいた寮からも追い出されてしまう現実は、憲法の労働基本権や生存権が、まさに危機に直面されていることが示されています。

　本当に、いきなりクビを切られ、寮から追い出される若者たちに私たちはどうしたらいいのでしょうか？　放って置いていいのでしょうか？　私たちは政治に何を、どう要求したらいいのでしょうか？

　こうしたことが起きている原因は、直接的には労働者派遣法の問題ですが、その背景にはすべてを「自己責任」として、労働法の規制が次第に緩和されてしまったことや、労働運動の衰退、そして自らの権利にすら気づかないように教育されてしまった「教育を受ける権利」にも関わっています。若者たちの「生きさせろ！」という要求は、個別の問題でも、相互に矛盾し合うものでもなく、日本国憲法の理念すべてに関わる「統合された要求」です。

　そして一方で、食料品などの値上がりで、１０月の消費者物価は前年同月比で１．９％アップするなど、国民生活はますます苦しくなり、一方で社会保障予算が切りつめられて、医療制度も年金も、圧縮された予算の中で壊れてしまっています。

　にもかかわらず、給付金の支給、社会保障の削減、消費税増税など、与党の中でも議論が分かれるような政策が重なり、総選挙や政権の在り方をめぐって、政治は混迷の度を加えています。社会の閉塞感の中で、人々の不安は高まる一方です。

　政府は２兆円のカネを使って、１人１万２０００円、子供や高齢者には２万円を配ってくれると言います。しかし、この金額は、それが救急車たらい回しや生活保護切り捨ての根源になっているないと２億２０００万円の社会保障引き削減を８年間やめることができる金額です。

　一体、どうしたら、もっと落ち着いた、みんなが安らぎを感じられる社会を作ることができるのでしょう？　もう一度、みんなで考えてみなければならないことだと思います。

  ▼生活と結びつけた運動を広げよう

  そこで、いま一番大切なのは、みんなが自分の生活を振り返り、互いの状況を思いやりながら、語り合い、つながりあっていくことではないかと思えてなりません。既に問題は、例えば政権与党を支持するかしないかということではなく、問題を率直に見つめ、その解決のために協力し合えるかどうか、だと思うからです。

  ことしの憲法運動の大きな特徴は、憲法９条の問題だけでなく、他の問題とのつながりをもって考えられるようになってきたことではなかったでしょうか。

　公的な対応を切り捨て、人間としての平等を保障するルールや「規制」を「緩和」し、すべてを民営化された市場の「競争」に委ねようとする「新自由主義」について、どうもおかしい、とみんなが考えるようになりましたし、小泉政権の「構造改革」でその問題点が明らかにされました。そして、非戦・非武装を決めた憲法９条と、表現の自由を決めた２１条、健康で文化的な生活を保障する２５条、教育を受ける権利の２６条、労働基本権を保障する２７条、２８条などとのつながりが強く意識されました。

　そして、政治の行き詰まりの中で、さまざまな分野で国民の闘いが広がったのも今年の特徴だった気がします。貧困や、失業、不安定労働の問題で若者が立ち上がりましたし、高齢者も後期高齢者医療制度で地道な闘いを続けています。肥料、燃料の高騰と生産物価格の下落に、農業者や酪農家の闘いも広がりましたし、漁船は一斉休漁までしたのです。

　自立支援法の見直しを求めて障碍者が立ち上がり、保育所の民営化に反対する母親たちの運動も目立っていました。薬害問題の闘い、原爆被害、大空襲被害の補償を求める闘いも全国規模で広がっています。

　私たちの課題は、これらについて、日本国憲法に基づく日本の将来像を明らかにしつつ、様々な形で表れている憲法否定と実質改憲の動きを告発するとともに、人々のつながりを大事にした大きな連帯によって、日本にも「変革」のうねりを創っていくこと、そして具体的にできることを提案し、例えば「雇い止め」の若者支援など、緊急対策を実施していくことではないか、と思います。

　１１月２４日、東京・神田の教育会館で、「九条の会」の「第３回全国交流集会」が開かれ、約９００人が集まりました。そこでの報告によると、全国各地の地域、職場、学園などの「九条の会」は７２９４。集会では、「学生・青年」や「職場」の九条の会の分科会も開かれました。大江健三郎、奥平康弘氏ら呼び掛け人と、日本国際ボランティアセンター代表の谷山博史さんの報告のほか、首長による「宮城・憲法九条を守る首長の会」や、経営者による「札幌・グリーン九条の会」、教育関係者による「教育・子育て九条の会」などの活動も報告されました。

　集会では、①「一人ひとりの創意や地域の持ち味を大切にした取り組みで、憲法を生かす過半数の世論を」②「継続的・計画的に学習し、条文改悪も解釈による憲法破壊も許さない力を地域や職場に」③「思い切り対話の輪を広げ、引き続き小学校区単位の「会」の結成に意欲的な取り組みを。交流・協力のためのネットワークを」－という「訴え」が確認されました。

　オバマ氏が示した「チェンジ！」には、何かを「変えよう！」という意思と、自分たちが「変わろう！」という決意も秘められていると思います。彼がとりあえず大統領の権力を手にしたように、日本の政治の変革も、憲法九条の実現した世界も、話し合いによるお互いの理解と、幅広い連帯が作られる中で、必ず実現できるはずだと思います。

　米国民は「チェンジ」（変えよう！）の呼び掛けに「イエス・ウィ・キャン！」（そうだ、私たちはできるんだ！）と答えていました。いま、これだけ「平和」と「平等・公正」を求める声が、世界中に広がっているとき、私たちに求められているのは、「そう、私たちはできるんだ！」という確信と、それに基づく地道な行動ではないでしょうか。

　まず、手近なところから話し合いを始めようではありませんか。人間は必ず理解し合えるということに確信を持とうではありませんか。それが政治と社会を変える力になるはずです。

　　　　　　　　　　　　　　　×　　　　　　×    

　この文章は、当初、世話人会での議論の中から「何かの報告を」との議論から始まりましたが、論議の末、あくまで個人的な見解として提起することになりました。従って、文章の責任は私にあります。様々なご意見を寄せていただき、議論に加わってくださった方に、改めて感謝します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     （了）
